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第９ 自治体間連携・道州制

１ 基本的考え方

国のかたちについては、先に述べたとおり、国と地方が対等なパートナーシップ

の関係にあることを踏まえ、国と地方が協働してつくっていく。

まずは、国と地方の役割分担に係る「補完性の原則」の考え方に基づいて、基礎

自治体を中心として、地域のことは地域に住む住民自らが責任を持って決めるとい

う姿を実現していく。その際、広域自治体の在り方については、地域の自主的判断

を尊重しつつ、自治体間連携等が自発的に形成されていくことが重要である。

産業振興や環境規制、交通基盤整備等の都道府県の区域を越える広域行政課題に

ついては、都道府県の区域を越える広域の圏域での連携も重要である。これにより、

圏域の諸課題に主体的かつ自立的に対応できるようになり、内外との競争と連携を

一層強めることも期待される。

２ 今後の取組

国としては、市町村や都道府県相互の自発的な連携や広域連合等の具体的な取組

を前提として、地域主権改革を推進する中で、こうした連携等の形成に対する支援

の在り方を検討していく。さらには、地方や関係各界との幅広い意見交換も行いつ

つ、地域の自主的判断を尊重しながら、いわゆる「道州制」についての検討も射程

に入れていく。

また、現在施行されている道州制特別区域における広域行政の推進に関する法律

（平成18年法律第116号）は、特定広域団体からの提案を受けて、事務・事業の移

譲等を進めていくことにより、地方の自立的発展等を図ろうとするものである。現

在は北海道のみが特定広域団体に指定されているところであるが、広域連合などに

より広域自治体が自主的に連携した場合には積極的に国の事務・事業の移譲等を進

めるという観点から所要の検討を行う。


